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株価は上がり一部の大投資家や大企業だけが大もう

け、国民の実感とはほど遠いものです。企業の設備投資

は依然マイナスです。バクチ経済はもうゴメンです。 

安倍首相は企業環境を世界一に

すると言い、大企業には減税し、庶

民は消費税大増税。大企業や富裕

層への課税は応分負担を求め、賃

上げと雇用を増やしてこそ景気も回

復し税収も増えるのです。 

円安で輸出企業は好調ですが、庶民や中小業者は

燃料費の値上がりなどで大変です。ＧＤＰの６割を占める

家計消費、懐をあたためてこそ景気回復できるのです。 

安倍政権は、改憲のために必要な条件（96

条）を国会議員の「３分の２以上」から「過半数」

にして改憲のハードルを下げようとしていま

す。憲法は、国民を守るためにあり、国家権力

をしばるためのものです。時の政府の都合で

変えられないよう改正条件を厳しくしていま

す。改憲の一番のねらいは、９条を改定して日

本を「海外で戦争ができる国」にすることで

す。 

通信労組は96条「改定」と自民党憲法草案

に強く反対します。 

安倍政権は、民主党政権が掲げ

た「２０３０年代に原発ゼロ」の方針を

転換し、原発の再稼動をねらってい

ます。 

もんじゅのずさんな点検や東海

村の放射性物質放出など事件が

あいついでいます。地震列島日本

に原発はいりません。 

ＴＰＰは日本の法律や制度をアメリカの国内法やルールに従わせる

ことです。農業だけでなく社会保障や働くルールなどを破壊するＴＰＰ

は断固反対します。 

辺野古移設をねらう安倍首相、沖縄県はじめ自治体は移設に

反対しています。今こそ「安保条約」を破棄し、基地の全面返還を

求めましょう。 

 



 

●育児休暇取れます！ 
 

「派遣社員だから産休や育休は取れないのではな

いか」と悩んでいる方はいませんか。妊娠や出産を理

由に退職勧奨など受けていませんか。 

昨年、出産を控えた非正規社員が解雇を迫られま

した。すぐに通信労組に電話で相談し、通信労組の組

合員になったことで産休も育児休業も取得すること

ができました。 

またパワハラ・セクハラで悩んでいる方はいません

か。通信労組は安心して働き続けられるようにあなた

を応援します。 
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●不安定雇用やめ正社員化と賃上げを 
 

安倍・自公連立政権は、「雇用改革」と称して「解雇

自由化」「解雇金銭解決ルール」、残業代を払わなくて

もよい「ホワイトカラーイグゼンプション」などの導入を

すすめようとしています。また「限定正社員」という解

雇しやすい制度をつくるなど、不安定で低賃金の非

正規雇用への置き換えが可能になる仕組みを狙って

います。 

しかし、今こそ正社員化と賃上げで景気を回復さ

せる時です。通信労組は労働者・国民のための政治

の実現を願っています。 

●通勤費ぐらい出して！ 
 

派遣や契約社員として働いている方のな

かに「通勤費が支払われていない」、60歳超

え契約社員の方に「食事補助がない」「人間

ドックが設けられていない」など正社員との

格差があります。 
しかし、４月に改正された労働契約法では、有期労働契

約であることを理由にして不合理に労働条件を切り下げ

ることは許されなくなりました。例えば通勤費の支給、食堂

の利用、災害補償、教育訓練、福利厚生など労働者に対

するすべての労働条件について適用されるのです。 

通信労組は均等待遇を行うよう要求しています。 

●40歳代からの賃下げやめよ 
 

ＮＴＴは昨年11月に「新中期経営戦

略」を発表。グローバル事業の展開を図

り、その資金として国内で４０００億円以

上のコスト削減を東・西会社、ドコモに

求めました。労働者には「処遇体系の再

構築」として40代から60歳までの賃金引き下げで61歳か

らの５年間の賃金に充てる改悪を今年10月に実施しようと

しています。通信労組は賃下げに反対してたたかっていま

す。 

 




